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Mt.TAKAO

LAKE 
OKUTAM A

TAM A AREA

面積
(2 0 2 2 年)

人口
(2 0 2 2 年12 月)

G D P
(2 0 2 0 年度)

事業所数
(2 016 年)

海外からの旅行客数
(2 0 2 0 年)

2 ,19 4  km 2

1,4 0 4  万人

10 9 .6  兆円
(国内G D Pの2 0 .4 % ）

6 2 .2  万事務所

2 52  万人

TO KYO  D A TA

東京都基本情報

©（ 公財）東京観光財団

©（ 公財）東京観光財団

1



23 SPECIAL-

W ARD  AREA

CITY-H ALL

SH IN JUKU

ROPPON GI
H ILLS

TOKYO
TO W ER

SKY
TREE

ASAKUSA

AKIH ABARA

SH IBUYA

みどり 率※1

(2 0 1 8 年)

都内廃棄物の最終処分量
(2 0 2 1 年度)

温室効果ガス排出量
(2 0 2 1 年度速報値)

PM 2 .5（ 微小粒子状物質）濃度※2

(2 0 2 2 年度)

※1 　 緑が地表を覆う 部分に公園区域・ 水面を加えた面積が、地域全体に占める割合

※2 　 全測定局の年平均値

5 2 .5  ％

6 2  万t

6 ,0 7 8  万t-CO 2

9 .2  μg/m 3

環境関連データ

小笠原諸島（ 南島）大島（ 三原山） ©（ 公財）東京観光財団

島し ょ 部
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　 東京都は、2 0 3 0 年を タ ーゲッ ト と し た政策目標を 設定し 、 先進的な環境施策を

積極的に展開し ます。

2 0 3 0 年目標

再生可能エネルギー

電力利用割合

乗用車新車販売

都内太陽光発電設備

導入量

水素ステーショ ン整備数

50 %

50 %  程度

50 %

200 万

150 か所

温室効果ガス排出量

【 20 0 0 年比】

削減

（ 202 6年 30% 程度）

削減

KW 以上

カ ーボンハーフ

［  温室効果ガス ］

［  再エネ ］

［  自動車 ］

［  エネルギー ］

［  太陽光発電 ］

［  水素 ］

エネルギー消費量

【 20 0 0 年比】

100 %
非ガソ リ ン化
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37 %

50 %

40 %

65 %

削減

削減削減

ネイチャーポジティ ブの

実現

安定し て 

各測定局の年平均

10μg/㎥ 以下

［  リ サイ ク ル ］

［  食品ロス ］

［  生物多様性 ］

［  プラ スチッ ク  ］

［  フ ロン ］

［  大気 ］

一般廃棄物のリ サイクル率

食品ロス発生量

［  20 0 0 年度比 ］

生物多様性の状態

家庭と 大規模オフィ スビルからの

プラスチッ クの焼却量

［  2017年度比 ］

フロン（ HFCs）排出量

［  2014年度比 ］

PM 2 .5濃度
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東京都環境基本計画を 改定

3 + １ の「 戦略」によ り 、環境施策を 総合的に展開

再生可能エネルギーの社会実装を加速

ー「 再エネ実装専門家ボード 」と の連携 ー

　 都は、東京都環境基本条例に基づき 、環境の保全に関する施策の総合的かつ

計画的な推進を図るため、東京都環境基本計画を定めています。

　 2 0 2 2 年９ 月、「 未来を 拓く グリ ーン でレ ジリ エント な世界都市・ 東京」 の

実現に向けた取組を進めていく ため、新たな基本計画を約６ 年ぶり に改訂し ま

し た。205 0 年のあるべき 姿の実現に向けて、203 0 年までの行動が極めて重要

と の認識の下、具体的な目標と 施策のあり 方を示し ています。

戦略０ 　 危機を契機と し た脱炭素化と エネルギー安全保障の一体的実現

戦略１ 　 エネルギーの脱炭素化と 持続可能な資源利用によるゼロエミ ッ ショ ンの実現

戦略２ 　 生物多様性の恵みを受け続けら れる、自然と 共生する豊かな社会の実現

戦略３ 　 都民の安全・ 健康が確保さ れた、より 良質な都市環境の実現

気候危機と エネルギー危機への対応

　 気候危機の一層の深刻化に加え、2 0 2 2 年2 月以降のウク ラ イ ナ・ ロ シ ア 情勢によ る 影響の長期化

など、 気候危機と エネルギー危機と いう ２ つの危機に直面する 今、脱炭素化の取組と エ ネルギー安全

保障の一体的確保が求めら れています。

　 都は、再エネの社会実装を 強力に牽引し ていく ため、再エネ分野の専門家ネッ ト ワーク で

ある「 再エネ実装専門家ボード 」を 立ち上げまし た。

　 太陽光、 風力、 バイ オマ ス（ SA F） な ど 様々な 再

エネ・ 再生資源の活用拡大に向けた情報発信、先進

技術の社会実装等に取り 組んでいき ます。

　 第１ 回目は、 2 0 2 3 年6 月1 9 日に開催し 、環境エ

ネルギー分野の世界的な 権威で ある エ イ モ リ ー・

Ｂ・ ロ ビ ン ス氏に基調講演を いただいたほか、 ペロ

ブ ス カ イ ト を はじ めと する 太陽光発電の実装につ

いても 専門家より ご意見を いただき まし た。

　 専門家ボード から の助言を 都の施策に連動さ せ、

大胆な実装につなげていき ます。

To p ics

第１ 回再エネ実装専門家ボード
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条例によ る 制度の強化・ 拡充

　 都が実施し てき た「 キャ ッ プ ＆ト レ ード 制度」 を はじ めと する 各種制度を 強化・ 拡充する と と も に、

こ れまで制度的枠組みがなかっ た中小規模の新築建物に対する 新制度を 創設し 、業務・ 産業・ 家庭部門

における建物の脱炭素化を 強力に進めていき ます。

Ｈ Ｔ Ｔ（ 電力を  Ⓗへら す Ⓣつく る  Ⓣためる ） の取組を 強力に推進

　 都は、 気候危機への対応と エネルギーの安定確保に向け、 電力を

「 へら す、つく る 、ためる 」の頭文字を と っ た、「 Ｈ Ｔ Ｔ 」を キーワード

に、節電や太陽光発電、蓄電池等の設置を 呼び掛けています。　

　 取組を 推進する ため、企業と 連携し たイ ベン ト の実施や、様々な

媒体で の広告やSN Sで の展開、 ポス タ ーやPRグッ ズな ど を 通じ 、

都民・ 事業者に節電アク ショ ン 等の実践を 求めています。

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
東
京
の
実
現

Ｈ Ｔ Ｔ ポスタ ーFC東京と 連携し たイ ベント 実施

＜ 新　 築 ＞

大規模

中小規模

エリ ア

再エネ供給

都市開発・

エネマネ

延べ面積

2 ,0 0 0 ㎡以上

2 ,0 0 0 ㎡未満

強化 建築物環境計画書制度（ マンショ ン含む）

＜ 既　 存 ＞

再エネ
再エネの導入、

利用検討義務

断熱・ 省エネ性能の

基準への適合義務 
※住宅除く

太陽光発電等再エネ設備、

Z EV充電設備の整備義務

断熱・ 省エネ性能の

基準の強化 等
省エネ

強化 キャッ プ＆ト レード 制度

再エネ
低炭素電力に

よる排出量削減

CO ₂排出

総量削減義務

再エネ利用拡大を

促す仕組みの充実

積極的な取組を後押し

するインセンティ ブ策 等
省エネ

強化 地球温暖化対策報告書制度

強化 地域エネルギー有効利用計画制度

再エネ
再エネ利用の

報告

CO ₂排出量、

省エネ対策の

報告

2 0 3 0 年目標の設定と
達成状況の報告

積極的な取組を後押し
する仕組みの拡充 等

省エネ

新設 建築物環境報告書制度

再エネ
太陽光発電等再エネ設備、

Z EV 充電設備の整備義務

断熱・ 省エネ性能設備の整備義務 等省エネ

ゼロエミ 地区形成に向け、 都がガイド ラインを策定。 開発事業者が脱炭素化方針を策定・ 公表 等

強化 エネルギー環境計画書制度

都が再エネ電力割合の 2 0 3 0 年度目標水準を設定、 供給事業者が目標設定や実績等を報告・ 公表 等

（ 　 　 　 　 　 ）
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4 ,0 00

6 ,0 00

8 ,0 00

4 0 0

（ 年度）

（ PJ）（ 万t-CO ₂）

6 0 0

8 0 0

エネルギー消費量

（ エネルギー消費量3 か年移動平均）

2 0 2 1 年度
6 ,0 7 8 万t-CO ₂

温室効果ガス排出量

5 8 6 PJ

ゼロエミ ッ ショ ン東京の実現

　 都内のエネルギー消費量は、2 00 0 年度頃にピーク アウト し 、着実に減少し ています。

　 一方、2 011年３ 月に発生し た東日本大震災以降、都全体の温室効果ガス（ G HG ） 排出量は増加傾向に

あり まし たが、エネルギー消費量の削減及び電力のCO ₂排出係数の改善効果により 、都内G HG 排出量も

20 12 年度から ほぼ減少傾向にあり ます。

　 2 0 3 0 年カ ーボンハーフ の達成に向け、各部門の削減対策を 促進するため、エネルギー起源CO ₂排出

量と エネルギー消費量の新たな部門別目標を設定し まし た。

　 脱炭素社会の実現のためには、エネルギー・ 都市イ ン フ ラ・ 資源利用などのあら ゆる 分野において

抜本的な転換を 進めていく こ と が不可欠です。

　 都は、エネルギーや資源の大消費地と し ての責務を 果たすと と も に、レ ジリ エント で持続可能な成

長を実現する都市であり 続けるため、ゼロエミ ッ ショ ン東京の実現を目指し ていき ます。

都内のエネルギー消費量・ 温室効果ガス排出量

新たな部門別目標の設定

温室効果ガス排出量及びエネルギー消費量の推移

エネルギー期限CO ₂排出量 エネルギー消費量

産業・
業務部門

家庭部門

運輸部門

▲ 7 .4％

＋3 2 .9％

▲ 5 0 .7％

2 0 2 0 年度
（ 速報値）

2 0 3 0 年

▶

▶

▶

約5 0％程度削減

約4 5％程度削減

約6 5％程度削減

産業・
業務部門

家庭部門

運輸部門

▲ 2 6 .7％

＋9 .9％

▲ 5 4 .9％

2 0 2 0 年度
（ 速報値）

2 0 3 0 年

▶

▶

▶

約3 5％程度削減

約3 0％程度削減

約6 5％程度削減
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　 都内の建物がどの程度、 太陽光発

電や太陽熱を 利用でき そう か（ 発電

量や集熱量の目安等） が一目で分か

るW EBマッ プ「 東京ソ ーラ ー屋根台

帳」 を 東京都環境局のホームページ

上で 公開し ていま す（ 住所入力で も

検索可能）。

　 地中熱は、 私たち の足元にある 身近な

再エネです。 都では、 冷暖房に利用でき

る地中熱の採熱可能量（ 導入ポテンシャ

ル） の目安がわかるW EBマッ プ「 東京地

中熱ポテン シャ ルマッ プ」 を ホームペー

ジ上で公開し ています。

　 また、地中熱利用のための導入費用を

助成し ています。

都内産再生可能エネルギーの地産地消

都内における再エネ電力の利用状況

（ 2 02 1 年度再エネ電力利用割合は速報値）

都内太陽光発電設備導入量

※色は潜在的な可能性を示す（ 暖色系の方が、有効熱伝導率が高い）

再生可能エネルギーの基幹エネルギー化
　「 ゼロ エミ ッ ショ ン 東京」 の実現には、省エネ等の一層の推進と と も に、化石燃料から 再生可能エネル

ギーなどの脱炭素エネルギーへの転換が必須と なり ます。

　 都は、2 0 5 0 年に「 使用エネルギーの1 0 0 ％脱炭素化」 を 目指し 、2 0 3 0 年までの間は、と り わけ再エネ

電力の地産地消と 利用拡大に向けた取組を 展開し ています。

東京ソ ーラ ー屋根台帳

東京地中熱ポテンシャ ルマッ プ

2 01 2

6 .0 % 7 .2 % 8 .7 % 1 1 .1 % 1 2 .1 % 1 4 .1 % 15 .3 % 17 .3 % 19 .2 % 19 .8 %

2 01 3 2 01 4 2 015 20 16 20 17 20 18 201 9 2 02 0 2 02 1

20 10 2 01 1 20 1 2 2 01 3 20 1 4 2 0 15 20 1 6 2 0 17 2 01 8 2 0 19 2 02 0 20 21

（ ％）

（ 年度）

30

25

20

15

10

5

0

（ 億 kW h ）

（ 万 kW ）

（ 年度）

6 7 .4 万kW
82 0

80 0

78 0

76 0

74 0

72 0

70 0

68 0

66 0

7 0

6 0

5 0

4 0

3 0

2 0

1 0

0

3 倍超

再エネ電力利用割合 電力消費量（ 億 kW h）
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事業所における再エネの地産地消を 促進

　 都内及び都外（ 東京電力管内※）における 再エネの普及拡大を 図る ため、民間事業者及び区市町村の事

業所における 地産地消型の再エネ発電設備（ 太陽光発電・ 風力発電等）や熱利用設備（ 地中熱・ 太陽熱等）

の導入に対し て補助を 行う「 地産地消型再エネ増強プロジェ ク ト 」を 実施し ています。

※その他一定の条件あり

都外での再エネ設備の新規導入につながる電力調達

　 土地が狭小で大規模な再生可能エネルギー設備の設置が困難などの地域特性を 踏まえ、都は、東京の

電力需要の大き さ を 活かし た、都内電力需要家によ る都外での再生可能エネルギー設備の新設につなが

る電力調達の拡大を 支援し ています。

エネルギー供給事業者への取組

　「 エネルギー環境計画書制度」 によ り 、都内へ電力を 供給する 小売電気事業者等に対し 、再エネの自主

的な目標設定と 報告を 義務付け、電気の環境性の向上を 図っ ています。

制度強化の主なポイ ント（ 2 0 2 5 年4 月～）

 再エネ電力割合の目標水準を 5 0 ％に設定

 多様な再エネ電力メ ニュ ーから 選択でき る環境の整備

 都によ る 情報発信を 充実さ せ、需要家が選択し やすい情報データ ーベースを 構築

「 エネルギー環境計画書制度」の概要

【 対象者】

 都内に電気を 供給する 小売電気事業者及び一般送配電事業者

▶
【 目的】

都内に供給さ れるエネルギーの質の向上

 CO ₂排出量の削減

 再エネ等の導入促進

【 エネルギー環境計画書制度】

毎年、策定及び提出・ 公表

 CO ₂排出係数の報告と 目標

 再エネ等の導入実績と 目標

再生可能エネルギーの利用を 飛躍的に高める取組

自己所有モデル 第三者所有モデル

（ 発電事業者＝需要家）

需給調整も

自ら 担う

自ら 開発

都外
発電事業者

都内
需要家

（ 発電事業者≠需要家）

小売電気事業者

を介する

出資（ 長期固定契約PPA）

※Pow er Purchase  Agreem ent： 電力販売契約

都外
発電事業者（ B社）

都内
需要家（ A社）
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技術革新の促進

　 再エネの基幹エネルギー化には、技術革新が不可欠です。軽量・ 小型パネルなど、東京の地域特性に対

応し た機能を 有する 製品の設置支援や、大学等と も 連携し て技術革新を 促すこ と で、再エネの社会実装

を 推進し ています。

　「 2 0 5 0 年ゼロ エ ミ ッ シ ョ ン 」 や「 2 0 3 0 年カ ーボン

ハーフ 」 の実現には、こ れから の社会を 担う こ ども たち

への啓発・ 教育、 そし て 、 こ ど も を 通し て 大人世代の

意識啓発と 行動変容を 促すこ と が重要です。

　 都は、 こ ど も が家庭の環境リ ーダーと な っ て、 家族

で楽し みながら 節電対策などのアク ショ ン に取り 組む

「 わが家の環境局長」 事業を 2 0 2 2 年度から 行っ て い

ま す。

　 た く さ んのこ ど も 達が都知事によ る 特別事業やビ

ン ゴ ゲーム、 そし て 2 0 2 3 年度から 開始し た環境ア ク

シ ョ ン を 自ら 考え て 実行する コ ン テ ン ツ「 かんき ょ う

マ ン ダラ ート 」 な ど を 通し て 環境対策を 学び、 家族と

一緒にアク ショ ンを 実行し ています。

今日から キミ がおう ちの「 環境局長」だ！

【 ペロブスカ イ ト 太陽電池の実用化に向けた検証】

　 都は、国産技術である ペロ ブスカ イ ト 太陽電池の実用化に向けた開発企業（ 積水化学工業株

式会社） と の共同研究において、国内初と なる 下水道施設へのフ ィ ルム型ペロ ブスカ イ ト 太陽

電池の設置を 完了し 、令和５ 年５ 月2 4 日に国内最大規模の実証実験を 開始し まし た。

※共同研究は、令和7 年1 2 月1 日まで実施

森ケ崎水再生センタ ー

かんきょ う マンダラ ート

　 都知事によるＨ Ｔ Ｔ 特別授業

検証キッ ク オフ の様子

コ ラ ム
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ゼロエミ ッ ショ ンビルディ ングの拡大

　 東京には、オフ ィ スビ ルや住宅などの建物が集積し て

おり 、都内のCO ₂排出量は業務部門や家庭部門から の排

出割合が高いのが特徴です。

　 建物でのエネルギー使用を 可能な限り 効率化する と と

も に、 使用する エネルギー自体を 脱炭素化する こ と で、

建物のゼロエミ ッ ショ ン化を 加速さ せています。

都内CO ₂排出量の部門別構成比

　 都は、建築物の段階(新築又は既築)や規模(大規模又は中小規模)に応じ た制度を 導入し ています。

既存制度（ カ ーボンハーフ に向けて強化）

　「 キャ ッ プ＆ト レ ード 制度」　 ： 大規模事業所を 対象

　「 地球温暖化対策報告書制度」： 中小規模事業所を 対象

　「 建築物環境計画書制度」　 　 ： 新築・ 増築・ 改築する 一定規模の建築物を 対象

新制度（ 2 0 2 5 年４ 月よ り 導入）

　「 建築物環境報告書制度」　 ： 一定の中小新築建物への太陽光発電等再エネ設備の設置等を 義務付け

ゼロエミ ッ ショ ンビルディ ングを
加速さ せる制度の強化

200 0 2002 2 005 2008 2010 202 4　 2025

既存

建築物

大規模

事業所

大規模

中小規模

2 0 0 2 開始

2 0 0 0 条例制定

2 0 0 0 条例制定

2 0 0 2 開始 2 0 0 5 開始 2 0 1 0 開始

2 0 0 5 開始 2 0 1 0 開始 2 0 2 5 .4 から 予定

2 0 1 0 開始 2 0 2 5 .4 から 予定

2 0 2 5 .4 から 予定

2 0 2 5 .4 から 予定2 0 2 2 条例制定

2 0 0 8 条例改正

2 0 0 8 条例制定

中小規模

事業所

新築

建築物

地球温暖化対策計画書制度
（ 自主的なCO 2削減制度）

建築物環境計画書制度

キャッ プ＆ト レード 制度

評価・ 公表制度の導入 削減を義務化する制度の導入

地球温暖化対策報告書制度

カーボンレポート
の改正

マンショ ン環境性能
表示の導入

環境性能評価書※

の導入
※2 0 1 9までは「 省エネルギー性能評価書」

強化

強化

建築物環境報告書制度

新設

強化

7 .2％
産業部門

3 .3％

廃棄物部門

1 6 .5％
運輸部門

4 0 .7％

業務部門

建物関連が

7 割超

3 2 .3％

家庭部門

2 0 21 年度

速報値
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　 都は、環境確保条例によ り 、建築物を 建築する 際に環境

配慮に関する計画書の提出を 建築主に義務付け、都が公表

する 制度を 実施し ています。

　 2 0 2 0 年度から は、制度の対象範囲を 延べ面積「 5 ,0 0 0 ㎡

超」 から「 2 ,0 0 0 ㎡以上」 の建築物に拡大すると と も に、省

エネルギー性能評価の最高ラ ン ク と なる「 Z EB（ ネッ ト ・

ゼロ・ エネルギー・ ビ ル）評価」を 開始し ています。

「 建築物環境計画書制度」

マンショ ン環境性能表示
マンショ ンの建築主に対し ては、分譲・ 賃貸広告に環

境性能を示すラ ベルの表示を義務付けています。

 現行の断熱・ 省エネ性能の基準（ 住宅以外）を 国基準以上に引き 上げ

 住宅に対し ては基準を 新設

 太陽光発電設備等の再生可能エネルギー利用設備の設置を 義務付け

　  ・ 設置基準容量(kW )＝建築面積(㎡) × 設置基準率５ ％ × 0 .1 5 (kW /㎡)

　 ・ 再エネ設置基準について下限及び上限容量を 設定

 設置は原則敷地内と する が、条件付き で敷地外設置や再エネ電気等調達も 可

 新築時の駐車場設置台数が一定数以上の建物に対し 、充電設備や配管等の整備を 義務付け

 高いレ ベルにチャ レ ン ジする 建築主の取組を 評価する ため、評価基準を 強化・ 拡充

 建設に係る環境負荷低減への配慮に係る評価項目等を 追加

 環境に配慮し た建物が選択さ れるよ う 、建築主による 環境性能の表示及び建物使用者への

説明内容を 強化・ 拡充する ほか、都によ る 公表情報を 充実化

「 建築物環境計画書制度」の概要

制度強化の主なポイ ント（ 2 0 2 5 年4 月～）

断熱・ 省エネ性能基準

再エネ設置基準（ 太陽光発電設備等）

Z EV充電設備の整備基準

その他

【 対象者】

 延べ面積2 ,0 0 0 ㎡以上の建物を 新築等（ 新築・ 増築・ 改築）する 建築主
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都内住宅の状況と 制度創設背景

　 都内CO ₂排出量の７ 割が建物でのエネルギー使用に起因し ています。

　 2 0 5 0 年時点では、建物スト ッ ク の約半数（ 住宅は７ 割） が今後新築さ れる 建物に置き 換わる 見込みで

ある こ と から 、2 0 5 0 年の東京の姿を 形作る 新築建物への対策が極めて重要です。

　 都内の住宅屋根への太陽光発電設備設置は限定的なため、大都市東京なら ではの強み “屋根”を 最大限

活用し ていき ます。

新制度の主なポイ ント（ 2 0 2 5 年4 月～）

「 建築物環境報告書制度」の概要

　 大手ハウスメ ーカ ー等の事業者に対し て、住宅等の中小規模新築建物への断熱・ 省エネ性能の確保、

太陽光発電設備等の設置の義務付け・ 誘導を 行う 仕組みです。

　 本制度によ り 、太陽光発電のメ リ ッ ト を よ り 発揮でき る よ う 事業者によ る 商品・ サービ ス開発が進む

と と も に、太陽光発電設備付き 等環境性能の高い住宅が標準化さ れ、都民の皆様の選択肢が増えていき

ます。

「 建築物環境報告書制度」の新設

 年間の都内供給延床面積が合計2 0 ,0 0 0 ㎡以上の 

ハウスメ ーカ ー等の事業者が対象です。※

 新築建物が対象で、現存の物件は対象外です。

 設置義務者である 供給事業者が、注文住宅の施主等や建売分譲住宅の 

購入者等と と も に、 建物の環境性能の向上を 推進し ていく 制度です。

※こ のほかに、申請を 行い知事から 承認を 受けた事業者も 制度に参加でき ます。

太陽光パネルの設置義務者は誰？
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毎月の光熱費が削減でき ます。

【 毎月電気代１ 万円程度の新築戸建住宅に４ kW を設置し た場合】

 月々7 ,7 0 0 円・ 年間9 2 ,8 0 0 円の経済的メ リ ッ ト

⇒約1 1 5 万円の設置費用が現在の補助金（ 1 0 万円/kW ）

　 を活用すると 約８ 年で回収！

停電時に

電気が

使えます。

Ｃ Ｏ ２ 削減に貢献し ます。

 ４ kW の太陽光発電によるCO ₂削減量は、

スギ林 2 ,0 0 0 ㎡分（ 約2 0 0 本分）の吸収量に

相当し ます。

 停電時にテレ ビや

スマート フ ォ ンなどで

情報収集・ 安否確認が

でき ます。

 蓄電池と 組み合わせれば、

より 防災力が高まり ます。

どんなメ リ ッ ト があるの？

海外諸都市・ 国内自治体等における太陽光義務化の動向は？

　 2 0 2 3 年６ 月、東京都、川崎市、一般社団法人太陽光発電

協会は、太陽光発電の普及拡大に関する 連携協定を 締結し 、

新し い制度に関する 情報発信や普及啓発、 最新技術の情報

収集等の取組を 協力し て進めています。

太陽光発電の普及拡大に関する連携協定

コ ラ ム

太陽光発電の普及拡大に関する3 者連携協定

※東京都区部、２ 人以上の世帯を想定し て試算（ 令和５ 年８ 月時点）

し たも のであり 、今後の状況等で変動する可能性があり ます。

経済性

環境

防災力

EU

ヨ ーロッ パ屋上太陽光戦略

（ Eu ro p ean  So la r  

Ro o fto p s In it ia t ives）

●再生可能エネルギーの導入加速： 2 0 3 0 年目標を4 0 % から 4 5 % に引き 上げ

●以下のスケジュ ール、対象において太陽光発電設備の設置を義務化する提案

　 －2 0 2 6 年までに、2 5 0 ㎡以上の使用床を有する全ての新築公共・ 商業建物

　 －2 0 2 7 年までに、2 5 0 ㎡以上の使用床を有する全ての既存公共・ 商業建物

　 －2 0 2 9 年までに、全ての新築住宅

ド イ ツ

（ 州政府が進める  

太陽光発電義務化）

●州政府において、太陽光発電義務化条例の導入が進む。規制内容は州によっ て異なる

●ベルリ ン州では、2 0 2 3 年1 月1 日から 、住宅への太陽光発電の設置義務化

　 －全ての新築・ 既存建物(5 0 ㎡超の屋根)の改修に適用　

　 ※既存建物には一部例外規定あり 。現在、国内1 6 州のう ち７ 州が太陽光義務化を導入

米国

カ リ フ ォ ルニア州

●2 0 3 0年までに発電における再エネ比率6 0％と する州法が20 18 年に成立、施行済み

●2 0 2 0 年、州内全ての新築低層住宅に太陽光発電設置義務化

　 －戸建住宅及び集合住宅(3 階建以下)の建築主、 建設事業者に義務付け

　 －住宅規模や気候区分を 考慮し た義務基準を設定 －狭小屋根等の住宅は義務免除

●2 0 2 3年、ほぼ全ての非住宅建築物、低層以外の集合住宅に義務化を拡大

米国

ニュ ーヨ ーク 市

●2 0 3 0 年までに電力の再エネ比率を7 0 % と する計画を2 0 1 9 年に承認

●2 0 1 9 年、新築及び大規模屋根修繕する建築物に太陽光発電の設置または緑化を義務化

　 －屋根の傾斜や面積に応じ て義務内容を設定

　 －規制区域、雨水管理、テラ ス、娯楽等の用途が屋根にある場合は対象外

国内自治体

【 京都府・ 京都市】2 0 2 2 年、延床面積3 0 0 ㎡以上の新築・ 増築時に設置を義務化

【 群馬県】延床面積2 ,0 0 0 ㎡以上の新築・ 増改築時に設置を義務化（ 2 0 2 3 年4 月施行）

【 川崎市】新築建物への設置を義務化（ 2 0 2 5 年4 月施行）
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都内住宅における省エネ性能の向上と 再エネ導入の促進

　 都内住宅の断熱性向上や太陽光発電設備等の設

置を 進め、災害に強く 、健康にも 資する 断熱・ 太陽

光住宅の普及拡大を 促進し ます。

 太陽光発電設備の単独設置への補助、太陽光発

電の電力を 利用し た場合のエコ キュ ート 等、機

能性PVへの上乗せ補助等を 追加

新制度に対応する住宅の供給・ 開発を 後押し

　 建築物環境報告書制度の開始に先立ち 、 施行に向けた準備を 行う 事業者に対し て支援を 行う と と も

に、制度施行前に先行的に取り 組む事業者を 積極的に後押し し ています。

 ハウスメ ーカ ー等の環境性能の高い住宅モデルの拡充を 後押し する と と も に、地域工務店等の設計・

施工技術向上の取組を 支援

 太陽光発電設備等の一括補助を 実施し 、事業者の計画的な取組を 支援

 セミ ナー開催や講師派遣、電話相談等の太陽光発電設備のラ イ フ サイ ク ルに応じ たき め細かな支援

東京ゼロエミ 住宅の導入促進

　 東京の地域特性を 踏まえた省エネ性能の高い住宅を 普及さ せる ため、都が定

める 基準を 満たす新築住宅「 東京ゼロ エミ 住宅」 に対し て、水準に応じ た補助を

実施し ています。

初期費用ゼロでの太陽光発電等の設置促進

　 初期費用ゼロ で太陽光発電設備及び蓄電池を 設置する サービ スを 提供する 事業者に対し て設置費用

の一部を 補助し 、サービ ス利用料の低減等を 通じ て住宅所有者に還元するこ と で、都内の太陽光発電設

備等の更なる設置を 促進し ます。

ゼロエミ ッ ショ ンビルディ ング普及を 後押し する施策

初期費用ゼロスキームの例
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家庭のゼロエミ ッ ショ ン行動の推進（ ゼロエミ ポイ ント ）

　 省エネ性能の高い家電等（ エアコ ン 、冷蔵庫、給湯器、LED 照

明器具）への買い替えを 行っ た都民に対し 、商品券やLED 割引券

に交換でき る 東京ゼロエミ ポイ ン ト を 付与し ています。

　 買い替えを 行っ た都民に対し ては、 省エネアド バイ スを 実施

し 、省エネ意識の更なる 向上を 図っ ています。　

太陽光パネル・ 蓄電池のグループ購入の普及

　 太陽光発電設備や蓄電池の導入に係る 都民の負担を 軽減する ため、都と 協定を 締結する事業者が購入

希望者を 募集し 、共同購入による スケールメ リ ッ ト によ り 購入価格の低減を 可能と する 仕組みを 構築す

る こ と で、再エネを 活用する機会の創出を 促し ています。

集合住宅における再エネ利用の促進

　 再エネの利用拡大には、都内住宅の７ 割を 占める マン ショ ン での導入を 促進し ていく 必要があり ます

が、設置スペースが限ら れていたり 、防水工事や一括受電設備の設置が必要であっ たり と 、マン ショ ン 特

有の課題があり ます。こ れら のハード ルを 下げる ため、住民間の合意形成から 設備の導入・ 運用まで一

体的に支援し 、再エネ電力への切替を 促し ています。

　 2 0 3 0 年カ ーボンハーフ 実現に向け、東京都、住宅関係団体及びその会員事業者が一体と なっ

て、省エネ・ 再エネ住宅を 普及促進さ せる ため、2 0 2 2 年６ 月に「 東京都 省エネ・ 再エネ住宅推

進プラ ッ ト フ ォ ーム」を 設立し 運営を 行っ ています。

　 プ ラ ッ ト フ ォ ームに参 加す

る 団体と の情報共有等を 実施

する と と も に、参加団体が行う

都民への普及啓発、相談窓口の

設置、事業者の技術力向上の取

組を 支援する こ と で、住宅の脱

炭素化を 推進し ていき ます。

省エネ・ 再エネ住宅推進プラ ッ ト フ ォ ームコ ラ ム
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　 都は、2 0 1 0 年４ 月に、大規模事業所を 対象と し た温室効

果ガス排出総量削減義務と 排出量取引制度（ キャ ッ プ＆ト

レ ード 制度）を 導入し まし た。本制度は、我が国初のキャ ッ

プ＆ト レ ード 制度である だけでなく 、大都市に集中するオ

フ ィ スビ ル等の業務部門も 対象と し た世界初の都市型の

キャ ッ プ＆ト レ ード 制度です。

　 本制度の対象事業所の総排出量は都内の産業・ 業務部門

の排出量の約４ 割に及びます。

　 対象事業所は、自ら 排出削減対策を 実施する か、排出量

取引を 行う こ と によ り 、決めら れた量を 削減し なければな

り ません。

　 また、対象事業所には、排出量の算定、検証及び報告が義

務付けら れています。

　 2 0 2 1 年度の対象事業所のCO ₂排出量は1 ,1 1 1 万ト ン で、省エネ対策の進展や低炭素電力・ 熱の利用

によ っ て、基準排出量から 3 3 ％削減を 達成し まし た。

大規模事業所を 対象と し た

世界初の都市型「 キャ ッ プ＆ト レ ード 制度」

基準年度比で3 3 ％削減を 達成（ 2 0 2 1 年度）

　 第二計画期間及び第三計画期間の排出量削減状況

17
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　 第４ 計画期間では、「 2 0 3 0 年カ ーボン ハーフ 」 と その先の「 ゼロエミ ッ ショ ン 東京」 を 見据え、省エネ

対策の更なる 深掘り と 再エネの利用拡大によ る 追加削減を 推進し 、大規模事業所の取組の更なる進化を

目指し ます。

　 都は、2 0 1 0 年４ 月、「 地球温暖化対策報告書制度」を 導入し 、中小規模事業所のCO ₂ 排出状況の把握

と 省エネ対策の実施を 促進し ていま す。2 0 2 0 年度から は、削減実績や再エネ利用の取組が優良な事業

者を 評価・ 公表する 仕組みを 導入し 、事業者の取組意欲の喚起を 図っ ています。

第４ 計画期間（ 2 0 2 5 年度～ 2 0 2 9 年度）における

「 キャ ッ プ＆ト レ ード 制度」

中小規模事業所を 対象と し た「 地球温暖化対策報告書制度」

 都によ る「 2 0 3 0 年度の達成水準」の設定と 事業者によ る計画策定と 達成状況の報告

 報告・ 公表項目や優良事業者に対する 評価の拡充

 カ ーボン レ ポート の拡充によ る 事業所対策の更なる「 見える 化」を 促進

制度強化の主なポイ ント 　 ※令和5 年第3 回都議会定例会の議決を 経て決定

・ 新たな削減義務率と し てオフ ィ スビ ル等5 0 % 、工場等4 8 % を 提示

・ 事業所外から の再エネ導入など、再エネによ る義務履行の手段を 拡充

・ ト ッ プレ ベル事業所認定制度を ゼロ エミ ッ ショ ン 化への取組を 評価する 制度に強化

・ 積極的に取り 組む事業所の評価向上に向けた省エネ・ 再エネの取組の報告・ 公表の拡充

「 地球温暖化対策報告書制度」 の概要

制度強化の主なポイ ント（ 2 0 2 5 年4 月～）　 ※令和5 年第3 回都議会定例会の議決を 経て決定

【 対象者】

 年間のエネルギー使用量が1 5 0 0 kL(原油換算)未満の事業所を 設置する 事業者

CO ₂排出量及びCO ₂排出原単位の推移
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　 Z EVの普及に向け、車両の購入補助を 行っ ています。2 0 2 3 年度から は、車種開発や販売促進へのイ ン

セン ティ ブと し て、Z EV等の一定の販売実績のある メ ーカ ーの車両に対し て補助額の上乗せなどを 開始

し まし た。

Z EV の普及拡大

Z EV-To kyo Fest iva l

都内運輸部門別

運輸機関別

CO ₂排出量構成比

（ 2 02 1 年度速報値）

ゼロエミ ッ ショ ンモビリ ティ の推進

　 都は、都内で新車販売さ れる 乗用車を 2 0 3 0 年までに、二輪車を 2 0 3 5 年までに1 0 0 ％非ガソ リ ン 化す

るこ と を 目指し ており 、車両導入やイ ン フ ラ 整備を 加速度的に進めています。

　 また、Z EVに対する 認知度向上に向けたイ ベント も 開催し ています。

効率的な自動車使用

　 都は、自動車環境管理計画書制度によ り 、3 0 台以上の自動車を 使用する 事業者に対し 、排出ガス量の

削減目標や自動車の使用の合理化の取組等に関する計画・ 実績報告書の提出を 義務付けています。

　 また、貨物運送事業者に対し ては、貨物輸送評価制度により 、エコ ド ラ イ ブ等の取組を 進めている事業

者を 実走行燃費で評価し 、CO ₂排出削減の取組の後押し を し ています。

8 8 0
万t-CO ₂

自動車

7 9％

鉄道

2 0％

船舶

1％未満

航空

1％未満
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　 自転車は、身近で環境にやさ し い交通手段であり 、利用者の安全性や快適性、利便性を 高め、その利用

を 促進し ていく 必要があり ま す。自転車シェ ア リ ン グは、自転車の利用促進を 図る 効果的な仕組みで

あり 、都内各地で取組が進んでいます。都は、各区市によ るサイ ク ルポート の用地確保や初期投資を 支援

する と と も に、連携し て普及拡大に取り 組んでいます。

Z EV 普及を 支えるイ ンフ ラ 整備

自転車利用の促進

複数事業者が共同で利用する

サイ ク ルポート

　 公道（ パーキングメ ータ ー設置エリ ア）

の充電設備の設置

　 壁付けコ ンセント

タ イ プ

スタ ンド タ イ プ

EV 充電環境の向上

　 充電環境の不足に対する ユーザーの不安感を 払し ょ く する ため、

社会イ ン フ ラ と し ての充電器の設置を 促進し ています。商業施設な

ど民間施設への設置に対する 補助に加え、パーキン グメ ータ ー設置

エリ アにおける 検証や、都民が利用する 都立公園などの都有施設へ

の設置を 進めています。

集合住宅への設置促進

　 Z EVの本格普及に向けて、自宅等で充電でき る 環境を 整備する こ と が重要ですが、集合住宅に設置す

る 場合は住民の合意形成が必要と なる ため、戸建住宅に比べて普及が進みにく い現状です。

　 こ う し た中、都は、マン ショ ン への充電設備導入費用を 補助する ほか、関連団体・ 事業者等と 連携し 、

事例やノ ウハウ・ 課題等を 共有する こ と で、導入ニーズの掘り 起こ し を 行っ ています。
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　 水素エネルギーに対する 理解促進に向け、2 0 2 2 年３ 月に

「 東京水素ビ ジョ ン 」 を 策定し まし た。本ビジョ ンを 通じ て水

素エ ネルギーが普及し た2 0 5 0 年の東京の姿を 示すと と も

に、 マイ ルスト ーン と なる2 0 3 0 年に向けた水素施策の展開

について、取組の方向性も 紹介し ています。

　 走行距離が長く 、動力と し ても 多く のエネルギーを 必要と する業務・ 産業用車両における 水素利用は、

運輸部門の脱炭素化や水素利用の拡大のために非常に重要です。

　 燃料電池バスについては、2 0 1 7 年に都営バスが市販車で

は日本で初めて路線バスへ導入し 、2 0 2 2 年度末現在では、

民間バスも 含め計1 0 2 台の車両が導入さ れています。

　 ま た、2 0 2 3 年４ 月には燃料電池ト ラ ッ ク の都内導入が

開始さ れています。都は、こ れら のバス・ ト ラ ッ ク に対し て

支援を 行っ ています。

　 燃料電池ごみ収集車、 燃料電池フ ォ ーク リ フ ト 等のその

他商用車両についても 、 車種のニーズや開発状況等に合わ

せて支援策を 講じ 、導入を 図っ ていき ます。

「 東京水素ビジョ ン」を 策定

燃料電池車両の普及拡大
　 東京水素ビジョ ン

水素エネルギーの普及拡大

　 水素エネルギーは、利用の段階で水し か排出し ないク リ ーン なエネルギーであり 、環境負荷の低減、

エネルギー供給源の多様化、非常時対応などの様々な意義を 有し ています。

　 また、運輸・ 発電・ 熱利用等幅広い分野での活用が期待さ れている ほか、再生可能エネルギーの調整力

と し ても 有望です。制度面、財政面など様々な観点で支援し 、水素関連技術の利活用を 積極的に推進する

など、水素エネルギーの普及拡大に向けて取り 組んでいます。

燃料電池バス

燃料電池ごみ収集車

　 燃料電池小型ト ラ ッ ク 　 燃料電池フ ォ ーク リ フ ト

© Ｃ Ｊ Ｐ Ｔ ©（ 株）豊田自動織機
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　 現在製造さ れている 水素の多く は、 製造コ スト 等の理由

から 、化石燃料由来のグレ ー水素が占めており ますが、水素

の製造段階においても CO ₂を 排出し ないグリ ーン 水素の需

給拡大を 目指し ていく 必要があり ます。

　 都では、 先進的な取組を 行う 企業と 意見交換等を 実施す

る「 東京グリ ーン 水素ラ ウンド テーブル」 を 開催すると と も

に、純水素型燃料電池等の導入支援や、都有施設における 導

入、他自治体と の連携も 含め、都内のグリ ーン水素の活用事

例を 増やし ていき ます。

　 都内では2 0 1 4 年から 運営が開始さ れ、2 0 2 3 年3 月までに2 3 か所で整備さ れています。水素を 本格的

に活用し ていく ためには、身近なエネルギー供給のイ ンフ ラ である 水素ステーショ ンの整備が重要であ

り 、都は、ガソ リ ンスタ ンド などに比べて高額な整備費と 運営費への補助を 実施し ています。

　 さ ら に、既存ガソ リ ン スタ ン ド 等を 活用し 、水素ステーショ ン の併設や急速充電器の設置を 図る 環境

配慮型の「 マルチエネルギーステーショ ン 化」も 支援し ていき ます。

水素ステーショ ンの整備促進

グリ ーン水素の利用に向けた基盤づく り

　 バス対応水素ステーショ ン

東京ビッ グサイ ト で

山梨県産グリ ーン水素の利用を開始

　 マルチエネルギーステーショ ンのイ メ ージ

荷役機械の

電動化・ FC化

停泊中船舶への

陸上電気供給

© 岩谷産業（ 株）

出典： ㈱三井E& S HP 出典： 寺崎電気産業㈱HP

　 脱炭素社会への貢献が期待さ れる 港湾・ 臨海

部においても 、取組を 加速さ せていき ます。官民

の連 携のも と「 東 京 港カ ーボン ニ ュ ート ラ ル

ポート（ CN P） 形成計画」 を 策定し 、水素利用な

どによ る 東京港の脱炭素化の推進に取り 組んで

います。

　 ま た、 臨海副都心の建築物等における 水素エ

ネルギー活用に向けたモデルを 構築する こ と で、

民間事業者における 普及を 促進し ていき ます。

港湾・ 臨海部における取組推進コ ラ ム
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区部 多摩地域 島しょ 地域

　 持続可能な資源利用を 実現し 、CO ₂排出実質ゼロ を 達成

する ためには、製品や食料品のサプラ イ チェ ーン における

環境負荷への配慮が必要です。　

　 リ デュ ースやリ ユースを 組み込んだ新たなビ ジ ネスや、

革新的なリ サイ ク ル技術のビ ジネス化を 支援し 、リ サイ ク

ルシ ス テ ムのレ ベルア ッ プ を 促進し て いく こ と で、 サー

キュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーへの移行を 目指し ます。

　 一般廃棄物のリ サイ ク ル率は、2 0 1 0 年以降は

おおむね横ばい傾向です。地域によ っ て差があり 、

家庭ごみの有料化によ る 排出抑制や分別の徹底に

よ り リ サイ ク ルを 進めている 多摩地域では、一般

廃棄物のリ サイ ク ル率は3 7 ％に達し ています。

　 また、 都内の産業廃棄物のリ サイ ク ル量は増加

傾向で推移し てき まし たが、2 0 1 6 年度以降、低下

傾向で推移し ていま す。 種類ごと に見る と 、 建設

工事に伴い排出さ れる がれき 類、 建設汚泥等の

リ サイ ク ル量が多く なっ ています。

　 地球上の資源を 採掘し て製品を つく り 、 不要になれば捨てる と いう 従来の一方通行型の経済モデル

は、気候変動にも 大き な影響を 及ぼし ている こ と から 、都は2 0 1 9 年に策定し た「 ゼロ エミ ッ ショ ン 東京

戦略」において、資源循環分野を 気候変動対策に位置付け、積極的に取り 組んでいます。人類の存続の基

盤である 地球環境を 確保し ていく ため、モノ の作り 方・ 売り 方（ 買い方）・ 使い方の変革を 図り 、CO ₂排

出実質ゼロの持続可能な資源利用を 実現し ていかなく てはなり ません。

サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーへの移行

都内の廃棄物のリ サイ ク ルの現状

資源循環分野と 気候変動対策と の連関

［ サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーの概念］

［ 地域リ サイ ク ル率の推移］

持続可能な資源利用の実現
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新し いプラ スチッ ク 利用の姿

　 プラ スチッ ク は、優れた特性を 有する 素材である 一方で、

生産から 廃棄までの各段階において気候変動や生物多様性

の損失に影響を 及ぼし ています。

　 量り 売り 、 シェ アリ ン グ、 リ ユース容器など の２ Ｒ ビ ジ

ネスの主流化や、 水平リ サイ ク ルの実装を 進め、 持続可能

で、CO ₂ 排出実質ゼロ のプラ スチッ ク 利用である「 カ ーボ

ン・ ク ローズド ・ サイ ク ル」を 実現し ていき ます。

太陽光パネルの高度循環利用の推進

　 都は、令和4 年9 月に、建物解体、収集運搬、リ サイ ク ル等の関係者で構成する「 東京都太陽光発電設備

高度循環利用推進協議会」を 設置し まし た。本協議会と 連携し 、住宅用太陽光パネルの効率的なリ サイ

ク ルルート の構築等に取り 組むと と も に、都民・ 事業者向けの太陽光パネルのリ サイ ク ルに係る 様々な

広報活動を 実施し ています。

プラ 製容器包装等の再資源化支援

　 区市町村でのプラ スチッ ク 分別収集の実施に向け、 実施自治体へのレ ベルアッ プ 支援を 行う と と も

に、未実施自治体へのスタ ート アッ プ支援を 実施し ます。

先進的な企業と 連携し たイ ノ ベーショ ンの創出

　 都は、 使い捨て プ ラ ス チッ ク の大幅な 削減

やリ ユース、 水平リ サイ ク ルの実装化を 推進

する ため、 こ れま で のプ ラ ス チッ ク 資源の利

用を 大き く 転換さ せる 革新的な技術又はビ ジ

ネスモデルに連携し て取り 組む事業者・ 団体

等を 支援し ています。

＜取組事例＞

ド リ ンク 用リ ユース容器のシェ ア

リ ン グサービ ス： Re& G o 使い 捨

て容器削減のため、 街中で気軽に

リ ユース容器が使えるサービ スを

目指し 、飲食、コ ンビニ、複合商業

施設を中心に社会実装を進めてい

ます。

プラ スチッ ク 対策

３ Rの推進

使用済住宅用太陽光パネルの取り 外し マニュ アル

（ 事業者向け）

「 カ ーボン・ ク ローズド ・ リ サイ ク ル」の考え方

［ 協議会の構成メ ンバー］
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　 また、太陽光パネルのリ サイ ク ルルート の構築に向け、埋立処分と 比べて割高と なる リ サイ ク ル費用

の一部を 補助する 取り 組みも 行っ ています。

　 こ のよ う に、取り 外し から 処理までの各工程の関係事業者等と 連携し 、高度循環利用に向けた取組を

推進し ています。

　 日本における 食品ロ スの量は、全国で約5 2 3 万ト ン

（ 2 0 2 1 年度） であり 、こ れは国連によ る 食糧援助量で

ある約4 2 0 万ト ン の1 .2 倍に相当し ます。

　 都内における 食品ロ スは、約4 5 万ト ン（ 2 0 1 9 年度）

と 推計さ れ、そのう ち事業系の食品ロ スが約７ 割を 占

めて いま す。 都は、2 0 3 0 年度ま で に食品ロ ス 半減

（ 2 0 0 0 年度比） の達成に向け、 2 0 2 1 年3 月に「 東京都

食品ロ ス削減推進計画」を 策定し まし た。

食品ロ ス対策

　 リ サイ ク ル費用補助の仕組み

　 防災備蓄品食品マッ チング数

未利用食品を 有効活用し た取組の定着・ 拡大

　 未利用食品マッ チン グシステムを 活用し 、区市町村や都が保有する 防災備蓄食品を フ ード バン ク 等に

寄贈し ています。本システムの利用・ 拡大に向け、区市町村等と の情報共有を 図り 、防災備蓄

食品の有効活用を 進めるなど、助け合いの流通モデルの定着・ 拡大を 図っ ていき ます。

未来を 担う 子ども たちへの食品寄贈

　 未来を 担う 子ども たち を 守る ための食品寄贈の仕組みづく り のため、食品寄贈に関する 認証機関や、

物流ネッ ト ワーク の構築について検討し ます。

（ 食）

（ 年度）

※端数処理の影響で合計値が

　 一致し ない場合がある 。
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　 そこ で、商慣習に係る 業種ごと の実態把握調査などを 実施し たり 、「 てまえどり 」 の推進等、消費者に

対する 普及啓発を 行っ ていき ます。

イ メ ージ（ 賞味期限が６ か月の場合）

廃棄食品実態把握調査

アッ プサイ ク ルビール

※Susta inab le Avia t io n Fue lの略

「 てまえどり 」の推進

賞味期限前食品の廃棄ゼロ行動の促進

　 食品の流通過程で、小売への納品期限を 賞味期限の３ 分の１ 以内と する 商慣習を １ ／３ ルールと 言い

ます。納品期限、販売期限の各期間を 超えると 、賞味期限前にも 関わら ず、食品ロスが発生する 可能性が

あり ます。

フ ード テッ ク を 活用し た食品ロスの削減

　 フ ード テッ ク（ 食の先進技術の総称）を 活用する こ と で、従来廃棄

さ れていた食品を 原料と し 、新たな付加価値を 持つ製品へのアッ プ

サイ ク ルを 社会実装化する取組を 行っ ています。

　 廃棄間近な乾パン など の災害備蓄食品等を 素材と し たク ラ フ ト

ビ ールの醸造や、アッ プサイ ク ル食品を 企画する 食品企業と 製造す

る 食品工場と を マッ チン グする システムを 構築する など、食品ロ ス

の削減に向け廃棄食品等の高度循環利用を 促進し ていき ます。

　 Ｓ Ａ Ｆ ※は、廃食用油、木材等、サト ウキビ など様々な原料から 生成でき る持続可能な航空燃料

です。従来の燃料と 比較し 、温室効果ガスの排出量を 大幅に削減する こ と ができ ます。

　 都は、SAFの原料と なる 廃食用油の回収等に都内で取り 組む企業と の共同事業の実施や、廃食

用油回収に取り 組む区市町村と の連携、廃食

用油がSAF等と し て有効活用可能なこ と を 都

民の皆様に情報発信する など、SAFの普及に

向けた 機運醸成を 図る と と も に、 サプ ラ イ

チェ ーンの構築を 後押し し ていき ます。

廃食用油等のSAF化の推進コ ラ ム

廃食用油 回 収 再資源化 SAFなどに活用
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使用時・ 廃棄時の漏えい防止対策

　 フ ロ ン は極めて温室効果が高く 、一度大気中に放出さ れると 回収する こ と ができ ません。そのため、新

たなフ ロ ン 使用を 抑制し た上で、既存のフ ロ ン 含有機器から の漏えいを ゼロ にし ていき ます。フ ロ ン の

排出量ゼロを 達成する ため、機器の製造時、使用時、廃棄時のラ イ フ サイ ク ル全般にわたる排出削減対策

を 、国や事業者等と 連携し て促進し ていき ます。

　 温室効果ガスの排出を 削減する 対策（ 緩和策） と 併せて、気候変動の影響によ る 被害の回避・ 軽減対策

（ 適応策）にも 取り 組んでいく 必要があり ます。都は、2 0 2 1 年３ 月に策定し た「 東京都気候変動適応計画」

のも と 、各分野における 取組を 進めています。

５ つの分野における気候変動適応策と 取組例

フ ロン排出ゼロに向けた取組

気候変動適応策の推進

先進技術を 活用し たフ ロン排出削減

　 使用時漏えい削減のためには、Io Tを 用いた常時監視等によ り

漏えいを 早期に検知する な ど 先進技術の積極活用が必要で す。

都は、先進技術を 有する 事業者と の共同事業によ り 、技術の信頼

性や汎用性、電力消費量の削減効果等について検証を 進め、先進

技術を 導入する メ リ ッ ト を 明確にし 、普及を 後押し し ています。

フ ロンG メ ンによる立入指導の取組

　 都ではフ ロ ンＧ メ ン によ る 立入指導等の取組を 進めています。

　 2 0 2 1 年1 1 月にはフ ロ ン 排出抑制法改正後初と なる 検挙事案

があり ま し た。 警視庁の発表では事業者のフ ロ ン 放出に関する

認識不足等が原因と さ れているこ と から 、法の周知が課題と なっ

ています。

　 適切なフ ロ ン 対策の実施が広く 浸透する よ う 、 都では法の更

なる 普及啓発等の取組を 行っ ています。

自然災害

　 激甚化する 豪雨や台風に伴う 洪水、内水氾濫、高潮、土砂災害

等の自然の脅威に対し て、ハード ・ ソ フ ト 両面から 、最先端技術

の活用や、都市施設の整備を 推進し ています。

〈 例〉河川における護岸や調節池等の整備

　 フ ロン漏えいの様子

　 フ ロンG メ ンによる立入指導の様子

河川における調整池の整備事例

（ 神田川・ 環状七号線地下調整池）
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微細ミ スト 設置事例（ 港区・ オアーゼ芝浦）

夏に強い花苗供給(2 02 0年7 月)

(都立水元公園)

現場調査におけるド ローンの活用

荒廃し た森林

20 22 年12 月2 3日策定・ 公表

間伐実施数年後の

良好な森林

健康

　 熱中症や感染症の患者発生、 大気汚染によ る 健康被害の

発生など、 気温上昇によ る 健康への被害を 最小限に抑制す

る ための予防策や対処策を 実施し ています。

〈 例〉ク ールスポッ ト の創出

農林水産業

　 気温上昇な ど に適合する 品目・ 品種への導入等の技術

支援、 指導によ り 、 稼ぐ 農林水産業の実現を 目指し て い

ま す。

〈 例〉夏の利用に向く 花と 緑の生産・ 利用の推進

水資源・ 水環境

　 厳し い渇水や原水水質の悪化に対し 、リ スク を 可能な

限り 低減すると と も に、快適な水環境の創出のため合流

式下水道の改善等を 推進し ています。

〈 例〉水源林の保全管理

5 つの危機への対策

⑴風水害への対策、⑵地震への対策、⑶火山噴火への対策、

⑷電力・ 通信等の途絶への対策、⑸感染症にも 強いまち づく り

自然環境

　 生物分布の変化など、 生物多様性への影響を 最小化

し 、自然環境が持つ機能の活用や回復に関する取組を 強

化し ています。

〈 例〉多摩の森林再生

「 TO KYO 強靭化プロ ジェ ク ト 」 では、 東京に迫る ５ つの

危機に対し 、都が取り 組むべき 事業を 取り まと め、 2 0 4 0

年代に目指す強靭化さ れた姿の実現に向けて取組を 進め

ています。

「 TO KYO 強靭化プロジェ ク ト 」コ ラ ム
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　 事業者と し て多大なエネルギー・ 資源を 消費する 都自身が、「 隗よ り 始めよ」 の意識のも と 、自ら の事

務事業に伴う 温室効果ガス削減などの取組を 一層強化し 、2 0 3 0 年カ ーボン ハーフ の達成に向けた改革

を 率先し て実行し ています。

都自ら の率先行動を大胆に加速

都有施設における太陽光発電設備の設置

　 公共施設のポテン シャ ルを 最大限活用する ため、新築・ 改築時に加え、既存の都有施設へも 太陽光発

電設備等の設置を 加速化し ており 、2 0 3 0 年度までに設置可能な全ての都有施設へ設置し ていき ます。

と ちょ う 電力プラ ン

　 都有施設（ 知事部局等） の電力使用量は約８ 億kW h で、都内電力消費量の約１ % に相当し ます。こ の

ため、都は、2 0 3 0 年までに、都有施設（ 知事部局等）で使用する 電力の再生可能エネルギー1 0 0 ％化を

目指し ていま す。

　 2 0 1 9 年度から 都庁第一本庁舎等に供給さ れる 電力を 再生可能エネルギー1 0 0 % 電力に切り 替えま

し た。さ ら に、2 0 2 0 年度から は都内の家庭の太陽光発電設備で発電さ れた卒FIT電力を 含む再生可能エ

ネルギー1 0 0 ％の電力を 都有施設で活用する「 と ち ょ う 電力プラ ン 」を 実施し ています。

都有施設でのVPP（ バーチャ ルパワープラ ント ）の構築

東京ビッ グサイ ト（ 東京国際展示場） ソ ーラ ーカ ーポート（ 八王子給水事務所）

※分散型エネルギーリ ソ ースを、Io Tを活用し た高度な

エネルギーマネジメ ント 技術によっ て一元管理・ 遠隔制御し 、

ひと つの発電所のよう な機能を提供する仕組み

都有施設 都内
卒FIT家庭

その他
再エネ電力

供給事業者

再エネ余剰電力
（ 卒FIT電力）の購入

再エネ1 0 0 % 電力
の供給契約

その他再エネ電力
の購入

　 都有施設で 生み出し た再エネ電力を 施設間で

需給調整し 最大限有効活用する と と も に、電力市

場への調整力の供出等も 視野に入れた、都有施設

におけるＶ Ｐ Ｐ ※の構築を 推進し ています。
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　 世界有数の大都市と し て 国際的な リ ーダーシ ッ プ を 発 揮

し 、海外諸都市等と の連携や知識・ 技術の学び合いを 進める こ

と で、 各施策の更なる レ ベルアッ プと 世界的な環境課題の解

決に貢献し ています。 近年のオン ラ イ ン 化のメ リ ッ ト を 最大

限活かし つつ、海外への情報発信や働き かけを 強化し 、都の国

際的プレ ゼン ス向上を 図っ ています。

国際貢献・ 国際発信

グローバルネッ ト ワーク 活動の強化と 活用

　 都における 国際推進体制を 強化し 、C4 0 (世界大都市気候先

導グループ)やICLEI(持続可能な都市と 地域を めざす自治体協

議会)などの国際的な都市間ネッ ト ワーク 活動や国際会議に積

極的に参加する こ と で、気候変動対策やサーキュ ラ ー・ エコ ノ

ミ ーの推進などの共通課題解決に向け、 海外諸都市及び企業

等と の連携を 深化さ せていき ます。

国際社会への積極的な働き かけと 貢献

　 海外諸都市等と の知識・ 技術の学び合いを 通じ て、都の環境

施策の更なる レ ベルア ッ プ を 図る と と も に、 都の先進的な環

境施策に係る 知見を 共有し ています。加えて、国際会議等の場

において、都が旗振り 役と なり 、環境課題解決に向けた働き か

けを 積極的に行う こ と で、国際社会に一層貢献し ていき ます。

国際的なプレ ゼンスの向上

　 海外諸都市等と のつながり を 最大限活かし ながら 、 建築物

対策や水素エネルギーの普及等で世界を リ ード する 都の先駆

的施策を 発信し ています。加えて、実行性ある 行動の加速を 世

界に呼び掛ける 東京発の気候危機行動ムーブ メ ン ト「 TIM E

TO ACT」を 戦略的に展開し 、都の国際的プレ ゼン スの向上を

図り ます。

C4 0 Cities Blo o m b erg Philanthro p ies

Aw ard s 授賞式（ C40 メ イ ヤーズサミ ッ ト ）

気候変動の取組と 情報開示を評価する

CD P「 Ａ リ スト（ 最高評価）都市」

2 0 21 年、2 0 22 年連続受賞

CO P2 7 気候実施サミ ッ ト

ハイ レベルラ ウンド テーブル

TIM E TO ACT水 素フ ォ ーラ ム20 22
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土壌動物や菌類

死体やフ ンなど

ヒト

植物

バク テリ ア

植物プラ ンク ト ンや
海藻などの植物

動物プラ ンク ト ン

ク ジラ などの
高次消費者

魚などの消費者

草食動物

キツネや猛禽類などの
高次消費者

陸域のつながり 海域のつながり

生態系の多様性
山・ 川・ 海・ まち

たく さ んの種類の自然環境があり ます

種の多様性
動物・ 植物・ 菌類

たく さ んの生き も のがいます

遺伝子の多様性
色・ 形・ 模様

たく さんの個性があり ます

生きも ののつながり ３ つのレベルの生物多様性

４ つの生態系サービス

生物多様性の恵みを受け続けら れる、
自然と 共生する豊かな社会の実現

　 地球上では、ヒト やクマやタカ、ヘビ やカエル、マグロ、ト ンボ、イネ、大腸菌、様々なバクテリアまで、多様

な姿の生きも のが生命を営んでいます。「 生物多様性」と は、特有の「 個性」を持つ様々な生きも のが、様々

な異なる環境の中で、互いの個性を活かし ながら 直接的・ 間接的に「 つながり 」あっていることをいいます。

　「 生物多様性」 には、たく さ んの種類の生き も のがいるだけではなく 、様々な環境があるこ と 、そし て同

じ 種類の生き も のの中でも 様々な遺伝子があるこ と の３ つのレ ベルの多様性があると さ れています。

生物多様性と は

生物多様性が私たちにも たら す恵み（ 生態系サービス）

　 生物多様性は、地球上の人間を 含む多様な生命の長い歴史の中でつく ら れたかけがえのない

も のです。こ う し た生物多様性から の恵みは生態系サービ スと 呼ばれ、私たち の生活に欠かせ

ない恵みを 与えてく れます。生物多様性の恵みを 持続的に利用し ていく ためにも 、生物多様性

の保全・ 回復を 進めていく 必要があり ます。
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　 東京は、本土部から 小笠原諸島にかけて南北約1 ,7 0 0 km に及び、高低差は2 ,0 0 0メ ート ル以上あり 、亜

寒帯から 亜熱帯・ 熱帯まで、幅広い気候帯が存在し ています。

　 公園などの緑地が整備さ れた都心部、屋敷林や田畑が残る住宅地、生物多様性の宝庫である里山や雑

木林、天然林も 残る山間部や特徴的な自然環境・ 生態系を有する島しょ 部など、東京には豊かな自然環境

があります。

　 こ のよう に、東京は地理的・ 気候的に多様であること や、農林業など人の働きかけを通じ て、多様な生態

系が形成さ れ、様々な生きも のが生息・ 生育し ています。

東京の生物多様性の特徴

小笠原諸島

都庁舎と その周辺

ウラ ギク

（ 本土部絶滅危惧IB類）

奥多摩の渓谷

ト ウキョ ウダルマガエル

（ 本土部絶滅危惧IB類）

多摩地域の里山

（ 横沢入里山保全地域）

オガサワラ オカ モノ アラ ガイ

（ 島し ょ 部絶滅危惧I類）
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　 生物多様性条約第1 5 回締約国会議（ CO P1 5）で見直さ れた世界目標を踏まえて策定さ れた生物多様性

国家戦略2 0 2 3 -2 0 3 0 の公表にあわせ、東京都は2 0 2 3 年４ 月に「 東京都生物多様性地域戦略」を改定・

公表しまし た。

　 東京都生物多様性地域戦略では、「 自然と 共生する豊かな社会を目指し 、あら ゆる主体が連携し て生物

多様性の保全と 持続可能な利用を進めること により 、 生物多様性を回復軌道に乗せる（ ＝ネイチャーポジ

ティ ブの実現）」を2 0 3 0 年目標とし て掲げ、その目標の達成のため、様々な主体が取組を進めていく 上での

基本戦略や行動方針を示し ています。

　 ネイチャーポジティ ブと は、「 2 0 2 0 年をベースラインとし て2 0 3 0 年までに自然の損失を止め回復軌道に

乗せるため、生物多様性の損失を止め、反転さ せること 」とさ れています。

東京の自然の基礎的な情報をもと に、 現在残っている良好な生物多様性の保全を

進めるととも に、既に劣化し てしまった生物多様性の回復を図ること で、東京の豊か

な自然を後世につないでいく

都内外の生物多様性の恵みを持続的に利用し 、 癒し や潤い、 地域コミ ュニティ の活

性化、防災や減災、気候の調整など、都民生活の向上にいかし ていく

生物多様性の価値を認識し 、 生物多様性を自分事とし て捉えること により 、 都内の

課題だけでなく 、日本全体さらには地球規模の課題にも 対応し た行動にかえていく

東京都生物多様性地域戦略の改定

東京都生物多様性地域戦略で掲げる３ つの基本戦略

生物多様性の保全と 回復を進め、東京の豊かな自然を

後世につなぐ

生物多様性の恵みを持続的に利用し 、自然の機能を　 　

都民生活の向上にいかす

生物多様性の価値を認識し 、都内だけでなく

地球規模の課題にも 対応し た行動にかえる

基本戦略

Ⅰ

基本戦略

Ⅱ

基本戦略

Ⅲ

ネイ チャ ーポジティ ブ実現のイ メ ージ
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　 東京では、本土部において1 ,8 4 5 種、島しょ 部において1 ,2 4 2 種も の生きも のが、東京都の保護上重要

な野生生物種（ 東京都レッドリスト ）に選定さ れ、その内、本土部で2 0 7 種、島しょ 部で5 7 種が既に絶滅し て

います。

　 こ れ以上都内の希少な生きも のを絶滅さ せないために、 希少な野生動植物の保全や、 希少な野生動植

物が生息・ 生育する重要な自然地を保護地域とし て指定するほか、絶滅のおそれがある種の域外保全によ

る保護増殖などを実施し ています。

　 都内では、 様々な外来種が国内外から 持ち込まれ、 在来の生き

も のなどに大きな影響を与えている例が見られます。都内でもアラ

イ グマ・ ハクビシンによる生活環境や生態系への被害が広がって

います。

　 さらに、 最近では人体への被害のおそれのある外来種も 確認さ

れています。2 0 1 7 年には外国から の貨物が到着するふ頭におい

て、ヒ アリ やアカカミ アリ が発見さ れまし た。

　 また、 既に一般家庭などで広く 飼育さ れているアカミ ミ ガメ やア

メリカザリガニについても 、生態系等への被害が大きいこと が問題

視さ れています。これら 外来種への対策を強化し 、生活環境や生態

系等への影響の軽減を図っています。

希少な野生動植物の保全・ 外来種対策

オガサワラ カ ワラ ヒ ワ

（ 島し ょ 部絶滅危惧IA類）

大島のキョ ン

カ タ ク リ

（ 本土部絶滅危惧Ⅱ類）

アメ リ カ ザリ ガニ

ト ウキョ ウサンショ ウウオ

（ 本土部絶滅危惧IB類）

アカ ミ ミ ガメ

アラ イ グマ
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　 都が発表し ている2 0 18 年のみどり 率は、本土部全域で5 2 .5 % であり 、2 013 年から微減で推移し ています。

　 こうし た中、都では緑化計画書制度等に基づき、都市開発の際の緑の創出を推進し ています。

　 また、在来種植栽を進めるなど、緑の量の取組に加え、生物多様性に配慮し た緑の質の取組を推進し て

います。

　 葛西海浜公園（ 江戸川区）には、毎年多く の渡り 鳥が飛来すると

と も に、 東京都レッド リ スト で 絶滅危惧種に指定さ れているト ビ

ハゼを 含む多様な 生きも のが生息し ています。

　 スズガモやカンムリ カイツブリ をはじ め、 水鳥などの生息地と

し て国際的にも 重要であること から 、2 0 1 8 年に、 湿地の保全と 、

生態系に配慮し た持続可能な利用を目的とし たラ ムサール条約

湿地に都内で初めて登録さ れまし た。

市街地におけるみどり の保全・ 創出

スズカ モ カ ンムリ カ イ ツブリ

ラ ムサール条約湿地葛西海浜公園

生物多様性の保全を進める観点から 、一定水

準以上の在来種植栽を 実施し ている 緑地を

東京都が登録し ます。都登録緑地には、シン

ボルマーク を付与し 、ホームページで掲載し

ます。

緑化基準を基に、緑化計画書の

策定・ 提出を義務化

※敷地面積5 0 0 0 m 2以上は2 5 ％以上

※総合設計等は3 0 ％（ 5 0 0 0 m 2以上は3 5 ％）

東京都の緑化基準の例

敷地面積5 0 0 0 m 2未満の民間による

行為の場合

建築物：

を緑化

屋上面積の2 0 ％

※

以上

を緑化

空地の2 0 ％

※

以上

1 0 0 0 m 2（ 国・ 地方公共団体が有する 敷地

では25 0 m 2）以上の敷地において建築物の

新築・ 増改築等を行う 案件

制度の概要 対象

緑化計画書制度
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都市近郊にある豊かな自然

自然公園

ルート 説明ARのイ メ ージ

貴重な自然を 都民と と も に保全する

明治の森高尾国定公園

　 山地や丘陵地に残さ れた里山など、 都市近郊の貴重

な自然を 保全するため、地元自治体と 連携し ながら 、保

全地域の指定を 進め、保護と 回復を 図っ ています。

　 保全すべき 里山や緑地では、 地元のボラ ン ティ ア団

体が中心と なっ て下草刈り や間伐などの緑地保全活動

を 行っ ています。そのため、保全活動を 担う 新たな人材

の掘り 起し のための体験プロ グラ ムの提供や、 専門家

を 交えて必要な保全対策の選定や効果検証などの一連

の作業を 行い、生物多様性に配慮し た管理や保全地域

の活用を 促進する取組を 実施し ています。

　 東京都心から 約5 0 分で、ミ シュ ラ ン・ グリ ーン ガイ ド にも 登録さ れた観光地と し て有名な明治の森高

尾国定公園を 訪れる こ と ができ ます。そこ は、歴史的・ 文化的な風致・ 景観を も つ高尾山薬王院の寺域で

も あり 、都心近郊であり ながら 豊かな生態系が保全さ れた、世界に誇れる場所と なっ ています。

　 都は、高尾山麓から 山頂に向かう 7 つの登山道（ ルート ） 情報について、3 6 0 度カ メ ラ の画像で状況を

案内する など、安全安心な自然公園の利用等を 目指し 取組を 推進し ています。
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　 小笠原諸島は東京から 約1 ,0 0 0 km 南の北西太平

洋上に位置する3 0 余り の島々からなります。

　 美し い紺碧の海にはイルカやクジラも 生息し 、島の

地質から は海洋性島弧の進化過程を見ること ができ

ます。

　 ほかの地域にはない貴重な生態系の価値を持つこ

と が評価さ れ、2 0 1 1 年６ 月に世界自然遺産に登録さ

れまし た。

　 その価値を守るため、外来種の排除や侵入防止対

策、固有種の保護を行う とともに、貴重な自然資源を

保護し ながら 、適正な利用を図るエコツーリ ズムなど

の取組を行っています。

世界自然遺産　 小笠原諸島

島ごと に異なる火山景観が特徴の富士箱根伊豆国立公園

（ 三宅島）

四季折々の山歩きを楽し める秩父多摩甲斐国立公園

（ 三頭山）

特色豊かな自然公園

　 明治の森高尾国定公園の他にも 、東京には、それぞれに特色の豊かな自然公園が９ つ存在し ています。

自然公園では、近年、ト レ イ ルラ ン ニン グを はじ めと する 自然の楽し み方の幅が広がる と と も に、外国

人旅行者が増加し 、利用形態や利用者層の多様化が進んでいます。

　 都は、 自然公園を 中心と し た地域における 自然の保護と 適正な 利用・ 管理を 推進する ため、 東京都

レ ン ジャ ーを 配置し ています。

　 また、周辺の自然の情報を 展示・ 解説し 、公園の利用案内を 行う ビ ジタ ーセンタ ーや、自然に親し むレ

ク リ エーショ ン 活動を 行う 都民の森、宿泊施設を 備えた海のふるさ と 村や山のふる さ と 村などを 整備し

ています。

靴底に付着し た外来種の

侵入防止対策

エコ ツーリ ズムの様子
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　 都民の「 生物多様性」の認知度は2 0 2 2 年度に実施し た調査によると 7 3 .7 % と なっています。

　 生物多様性の保全と 回復を進め、その恵みを持続的に利用するためには、都民をはじ めとし た各主体が、

東京の生物多様性の成り 立ちや価値、今ある現状を正しく 認識し 、理解と 関心を深めていく こと が欠かせ

ません。

　 都民一人ひとり が、生物多様性の価値を認識し 、生物多様性を自分事とし て捉えること ができるよう に

するため、生物多様性に関する情報発信・ 普及啓発の充実を図っています。

生物多様性の理解促進

自然環境デジタ ルミ ュ ージアム構想

生き も の情報の収集・ 蓄積・ 発信

自然体験活動の推進

　 東京の自然環境の魅力を デジタ ル技術を 活用し て発信する

自然環境デジタ ルミ ュ ージアム構想の検討を 進めています。

　 また、「 多摩川３６０ °ツ アー」や「 東京いき も のAR図鑑」など、

東京の自然を 知っ ても ら い、行動を 促すためのD Xコ ン テン ツ

を 先行し て発信し ています。

　 2 0 2 3 年度に、東京都レ ッ ド リ スト 全掲載種の解説や減少要

因等を 記し た「 東京都レ ッ ド データ ブッ ク（ 本土部）」 を 1 0 年

ぶり に改定し まし た。

　 ま た、 都内の生物多様性の課題解決に向けた基盤情報と な

る野生動植物に関する 情報を 効果的、効率的に収集・ 蓄積する

ため、 生き も の調査アプ リ 等を 活用し た都民参加型の野生動

植物情報の収集・ 蓄積事業を 展開し ています。

　 都内で気軽に生き も の観察、 自然体験、 農業体験等ができ る 場所やイ ベン ト の普及啓発を 積極的に

行っ ていま す。

　 ま た、都内の様々な自然地や生物多様性について学ぶこ と ので き る 施設など を 活用し 、自然環境教

育や自然体験活動を 促進し ています。

東京都レッ ド データ ブッ ク

本土部版（ 2 0 23 年）

高尾の森自然学校（ 生きも の観察） 里山保全地域での田植え作業
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良質な都市環境の実現

　 都は、戦後の高度経済成長期の急速な工業化、自動車の大量普及など によ っ て、都民の健康で安全な

生活環境を 脅かす、深刻な環境問題に直面し まし た。

　 そこ で都は、様々な先駆的な環境施策を 推進し 、それら の環境問題の解決に大き な成果を 残し てき ま

し た。こ れから は、こ れまでの施策によ り 改善さ れた生活環境の保全を 図っ ていく だけでなく 、全ての

都民が安心し て質の高い生活環境を 享受し 実感でき る よ う 、更にレ ベルの高い良質な環境を 創出する

施策を 推進し ていき ます。

大気環境等の更なる向上

1 9 7 0 年代 工場のばい煙によ る 大気汚染を 条例やその他法令で

規制

1 9 9 0 年代 自動車交通量の増大に伴い、自動車から の排出ガス

によ る 黒煙を 原因と する大気汚染問題が深刻化

2 0 0 0 年代 都で は2 0 0 3 年から 環境確保条例によ る「 ディ ー

ゼル車排出ガス 規制」 を 実施。

都内の大気環境は、2 0 0 4 年以降、 浮遊粒子状物質

（ SPM ）において大き く 改善

現在 東京の大気環境は改善し てきており 、 PM 2 .5は2 0 1 9

年度に初めて全ての測定局で環境基準を達成。一方、

光化学オキシダント については、 環境基準を超過し て

いる状況

霞ヶ 関

都の大気環境の歴史

1 97 0 年代

現在

　 PM 2 .5 と 光化学オキシ ダン ト の濃度の低減を

図る た め、 原因物質と な る V O C やN O Xな ど の

排出量削減対策に取り 組んでいま す。

　 PM 2 .5 については、2 0 1 9 年度に全ての測定局

で環境基準を 達成し たこ と から 、更なる改善に向

けて、2 0 2 6 年度ま でに、 各測定局の年平均値を

1 0 μg /㎥以下と し 、2 0 3 0 年度までに、安定し て

各測定局の年平均1 0 ㎍/㎥以下と する こ と を 目標

に、こ れまでの対策を よ り 一層進めていき ます。

PM 2 .5・ 光化学オキシダント の環境基準等の達成に向けて

0 %

5 0 %

2 5 %

1 0 0 %

7 5 %

1 0

5

1 5

2 0

達成率

年平均 1 0μｇ /m 3 以下の達成局数の割合（ 左目盛り ）

全測定局の年平均（ 右目盛り ）

年度

μｇ /m 3

環境基準 15μｇ /m 3

政策目標 10μｇ /m 3

2 014 2 015 20 16 20 17 201 8 2019 2 020

0 ％ 0％ 1％
4 ％

2 0％

4 6 ％

1 6 .5

1 4 .3
1 3 .2 1 3 .2 1 2 .8 1 0 .8

1 0 .1

2 021 20 22

9 5 ％

8 9％

8 .6 9 .2

2 ％
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快適な大気環境への取組

　 アスベスト に係る立入指導

　 いまだアスベスト を 含む建築物は都内に多く 存在し ており 、それら の解体棟数は2 0 5 0 年頃まで高水

準で推移する こ と が予測さ れている こ と から 、平常時における 解体段階での対策と 、災害時の倒壊建築

物における飛散を 防ぐ ための対策を 充実さ せていき ます。

アスベスト 対策

　 N O x又はVO Cの排出削減対策に取り 組む事業者を「 Clea r Sky

サポータ ー」と し て募集し 、その取組を 広く 紹介するこ と で、自主的

取組によ る 排出削減を 促進する と と も に、都民に対する

普及啓発・ 情報発信を 進めています。

Cle a r Sky実現に向けた

大気環境改善促進事業

V O C対策アド バイ ザーの派遣 V O C対策ガイ ド

低N O x・ 低CO 2

小規模燃焼機器

認定制度

　 中小企業の実態に即し たVO Cの排出抑制策などを助言し ます。 　 V O Cを 排出し て

いる事業所へ対策を

記し たガイ ド ブッ ク

を提供

　 認定機器にはグレ

ード を 記し たラ ベル

を添付

VO Cを取り 扱う 中小企業

学習会などを主催する団体

④成果の報告

⑤効果確認

①アド バイ ザーの

　 派遣を依頼

③・ 簡易測定、 技術的助言の実施

　 ・ 排出抑制策についての講習

東京都

②派遣を決定

VO C対策

アド バイ ザー

事業者への更なる指導・ 技術支援

　 解体事業者等に対し て法に基づく アスベスト 対策の周知を

徹底する と と も に、立入指導・ 技術支援を 強化する こ と で、事

業者における 工事中の飛散防止対策の知識・ スキルの定着を

図っ ています。
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　 化学物質による健康被害防止のため、ＰＲＴＲ制度と 化学物質適正管理制度を通じ 、化学物質を取り 扱う

事業者による適正管理を徹底し ています。 加えて、平常時はもと より 、大規模地震や大型台風などに伴う

水害等の漏えい・ 流出を防止し 、環境汚染の拡大を抑えています。

　 また、現在は安全とさ れている物質でも 、新たな知見により 健康被害や環境への悪影響が露見し 、問題が

生じる場合があります。 現存する様々な物質に対し て多角的な視点でその影響を予見し 、都民や自然環境が

危険にさらさ れることなく 、安全・ 安心でより 持続可能に生活すること ができる環境を創出していきます。

　 土壌の３Rを考慮し た土壌汚染対策を定着さ せ、事業者が自主的に複数の措置を比較・ 検討し 、合理的な

対応を選択できるよう 、支援や普及啓発を推進し ていきます。

　 また、オープンデータ 化により 、円滑な土地の利活用や基準不適合土壌が存在する土地の管理、自然由

来等土壌の実態把握、トレーサビリティ の確保を確実に行っていきます。

化学物質対策

土壌汚染対策

　 モニタ リ ングの様子

　 オープンデータ 化のイ メ ージ

化学物質等によるリ スク の低減

リ スク 把握、モニタ リ ングによる対策

　 国や東京都環境科学研究所などの関係機関と 連携し ながら 、健康

への影響等、様々な観点から 化学物質のリ スク を 把握し 、対策の優

先度を 設定し ています。

　 また、健康影響等の恐れが大き い物質については、モニタ リ ン グ

を 実施し 、速やかなデータ 公表を 図る こ と で、事業者や都民がリ ス

ク を 回避でき る よ う にし ています。

41



　 都内の一般廃棄物の排出量は、2 0 0 0 年代前半の年間約5 5 0 万tから 2 0 2 1 年度には4 2 2 万tに減少しま

し た。加えて、2 0 0 0 年度から 2 0 2 1 年度にかけて３Rの取組などが進んだことも あり 、都民一人の一日当た

り 排出量は約3 0％減少し ています。 都内の一般廃棄物の最終処分量は、リ サイクル率の向上などにより

2 0 0 9 年度までは着実に減少し たも のの、近年は横ばいで推移し ている状況です。

　 また、都内の産業廃棄物の排出量は、近年は2 ,5 0 0 万t 前後で推移し ています。

都内の廃棄物処理の現状

廃棄物処理体制の強化

災害廃棄物対策の強化

都内一般廃棄物の排出量の推移 都内一般廃棄物の最終処分量の推移

近年の大規模災害における災害廃棄物の発生量

左： 産業廃棄物収集運搬車両に対する路上調査

右： 廃棄物の発生源への立入調査

廃棄物の適正処理の一層の促進

産業廃棄物不適正処理防止に向けた広域連携

都の災害廃棄物処理計画の充実

　 不法投棄撲滅に向け、平成1 2 年、都の呼び掛け

によ り 2 1 自治体で産廃スク ラ ムが発足し まし た。

2 0 2 3 年度現在、3 7 の自治体（ 関東甲信越・ 福島

県・ 静岡県内の１ 都1 1 県2 5 政令指定都市及び中

核市）が参加し ています。

　 都は、2 0 1 7 年6 月に「 東京都災害廃棄物処理計画」 を 策

定し まし た。本計画において、平常時から 発災後を 想定し

て、各主体の役割分担を 整理し 、それぞれが取り 組むべき

内容を 明確化し まし た。

　 2 0 2 2 年度から 、 都における 震災時の被害想定の見直し

への対応や、近年増加し ている 風水害対策の強化に向けて、

計画改定の議論を 実施し 、内容の充実を 図っ ていき ます。
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　 都は、 未来を 拓く グリ ーン でレ ジリ エント な世界都市・ 東京の実現に向け、 御紹介し た施策以外にも

様々な環境施策を 展開し ています。

　 詳細につき まし ては、環境局ホームページ等にてご覧いただければ幸いです。

主な計画・ ビ ジョ ン

　 「 未来の東京」戦略

　 　 h ttp s://w w w .se isa kuk ika ku .m etro .to kyo .lg .j p /b a sic-p la n/cho ki-p la n/

　 東京都環境基本計画

　 　 http s://w w w .ka nkyo .m e tro .to kyo .lg .j p /b asic/p la n/m aste r_ p la n/ind ex.h tm l

　 東京都資源循環・ 廃棄物処理計画

　 　 h ttp s://w w w .kankyo .m etro .to kyo .lg .j p /b a sic/p la n/reso urce/w aste _ trea tm ent .h tm l

　 東京都生物多様性地域戦略

　 　 http s://w w w .ka nkyo .m etro .to kyo .lg .j p /b a sic/p lan/na tu re/stra te g y.h tm l

東京都の主な環境施策

「 チームも っ たいない」のメ ンバーを募集し ています！

HTT(電力を Ⓗへら す Ⓣつく る Ⓣためる)を進めよう ！

▶ 食品ロ スや使い捨てプラ スチッ ク の削減、省エネなどに取り 組んで、環境にやさ し いラ イ フ スタ イ

ルを 始めてみまし ょ う 。

▶ HTT（ 電力を へら す・ つく る・ ためる） の取組は、気候変動対策に寄与する だけでなく 、中長期的な

エネルギーの安定確保につながり ます。都では、都民・ 事業者の皆さ んと 一緒にHTTの取組を 進め

ていき ます。

詳細はこ ち ら

▼

詳細はこ ち ら

▼

43

https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/choki-plan/
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/basic/plan/resource/waste_treatment.html
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/basic/plan/nature/strategy.html

